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平成 22 年 11 月 12 日 

 

公立大学協会「教育情報公表ガイドライン」について 
 

公立大学協会 第３委員会 
委員長 江里健輔 

 
 平成 22 年 6 月に学校教育法施行規則等の一部を改正する省令が公布され、大学が公的な

教育機関として社会に対する説明責任を果たすという観点から、教育研究活動等の状況に

ついてひろく周知を図る方法によって公表する義務を負うことになった。この省令は平成

23 年 4 月より施行される。 

 今回公表することが義務付けられた事項は、公立大学として公表を躊躇する内容を含む

ものではない。しかしながら、今年 5 月に公立大学の教育情報の公表状況について調査を

した結果によると、教育情報についてはいずれの公立大学においても様々な手段で公表を

進めているものの、インターネットのウェブサイトでの公表は進んでいない事項もあった。

また、公表していても、その存在がわかりにくい例や、組織分担上公表を「失念」してい

るような例も散見された。 

 公立大学としては、法令に違反にならないようにするだけでなく、できるだけわかりや

すい公表の形を工夫する必要がある。公立大学間でなるべく共通のフォーマットで情報が

参照できることも重要である。 

 大学の特性や分野別毎に特別に留意すべき点も存在するので、教育情報の公表は各大学

の判断においてなされるものであるが、公立大学協会としては、その際参照する一つの基

準としてこのガイドラインを作成した。今後、各大学で教育情報公表の取組みを進めてい

く中で、本ガイドラインも順次修正していくことが望ましい。 

 

（参考）平成 21 年度：第１委員会報告より 
４ 教育情報の公表について 
 公立大学のプレゼンスの向上のためには、公立大学の教育、研究、地域貢献等の活動について情報発信を積極的に進

めなくてはならない。また、情報発信の作業を通じて公立大学の教育情報の戦略的活用の取り組みを促進させることも

可能である。今後、法令で公表が義務化される項目だけでなく、各種の教育情報をわかりやすく発信していく方策を検

討することが求められる。 

（参考）平成 21 年度：中長期的大学教育の在り方検討作業部会報告より 

３ 公立大学のアピール方策について 

（前略）今後は様々な場面でよりいっそう公立大学の役割を示していくことが必要であろう。それには個々の公立大学

の働きかけはもとより、公立大学協会（あるいは複数の公立大学グループ）によって働きかけることも含まれる。それ

に際しては、情報発信力･プレゼン能力も求められる。 
 公立大学が我が国の高等教育システムに占める位置をデータとして示すことは重要だが、その場合でも就職状況や卒

業生の活躍状況などを学部別に示すような教育情報を集積し、それを広く公開するなどして、インパクトのある公立大

学データづくりを工夫することが大事ではないか。また、教育・研究成果や地域貢献の事例をはじめとして、公立大学

が地域の知的拠点としてどのようなことに取組み、成果を上げているかについてももっと宣伝することが重要であろう。 
 こうしたアピール方策を考える際に、公立大学のネットワーク組織である公立大学協会への期待は大きい。公立大学

同士が個々の大学で行っている様々な試みを事例として共有し、参照できる仕組みをつくるなど、大学間の情報交換を

もっと活発にすると同時に対外的にも積極的に情報発信を行っていくことが大事ではないか。それにより、公立大学間

に連帯意識も醸成されていくであろう。 
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平成 22 年 11 月 12 日 

 
教育情報公表ガイドライン 

 
公立大学協会 第３委員会 

 
１ 公表方法について 

 公表は各種刊行物によるほか、インターネットのウェブサイト上での公表を

原則とする。 
 インターネットでの公表に関しては、以下の点に留意する。なお、公立大学

協会のホームページには、各公立大学の①のページにリンクするリンク集を作

成する 

 
① 各大学が開設しているウェブサイトに教育情報の公表を行うページを作成

し、トップページから容易にアクセスできる位置に置く。 
② ①のページには、法令で公表が義務付けられている項目がもれなく公表さ

れていることが一目でわかるように、項目表示を行うこと。（別添１） 

 
２ 法令において公表が義務化された項目の内容について 

 学校教育法施行規則第百七十二条の二の第一項に定められた９つの項目につ

いては別添２のとおり参照基準を示す。 

 
３ 法令において積極的に公表することとされる情報 

 学校教育法施行規則第百七十二条の二の第二項に定められた事項については、

別添３のとおり参照基準を示す。 

 
４ 公立大学として積極的に公表していく情報 

 公立大学を積極的にアピールしていくために、教育・研究成果や地域貢献の

事例をはじめとして、公立大学が地域の知的拠点としてどのようなことに取組

み、成果を上げているかについても公表していくことが望ましい。その事項の

例を別添４に示す。 



3 
 

公表方法について 

インターネットでの公表イメージ①

教育情報の公表

わかりやすい位置に

教育情報の公表について
のページがあることを示す

11

クリック
すると

 

 

インターネットでの公表イメージ②

教育情報の公表（法定事項）

大学の教育研究上の目的

教育研究上の基本組織

教員情報

入学、卒業後の進路の状況

授業に関すること

学修の評価、卒業認定基準等

教育研究環境

授業料、入学料その他の費用

学生支援

教育プログラムの特徴

教育情報の公表（任意事項）

本学の特色ある取組み

教育情報の公表

12

それぞれの
情報へリンク

別添１ 
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公立大学協会のウェブサイト上にリンクを張るイメージ 

公立大学協会のウェブサイトからリンク①

教育情報の公表

公立大学協会の
ホームページにも
教育情報の公表の
ページをつくる

13

クリック
すると

 

 

公立大学協会のウェブサイトからリンク②

教育情報の公表（法定事項）

教
育
情
報

ポ
ー
タ
ル
ペ
ー
ジ

大
学
の
教
育
研
究
上
の
目

的 教
育
研
究
上
の
基
本
組
織

教
員
情
報

入
学
、
卒
業
後
の
進
路
の

状
況

授
業
に
関
す
る
こ
と

学
修
の
評
価
、
卒
業
認
定

基
準
等

教
育
研
究
環
境

授
業
料
、
入
学
料
そ
の
他

の
費
用

学
生
支
援

札幌医科大学 ■ ■ ■ ■ ■ ■ ■ ■ ■ ■

釧路公立大学 ■ ■ ■ ■ ■ ■ ■ ■ ■ ■

公立はこだて未来大学 ■ ■ ■ ■ ■ ■ ■ ■ ■ ■

名寄市立大学 ■ ■ ■ ■ ■ ■ ■ ■ ■ ■

札幌市立大学 ■ ■ ■ ■ ■ ■ ■ ■ ■ ■

青森県立保健大学 ■ ■ ■ ■ ■ ■ ■ ■ ■ ■
14

各公立大学の

教育情報ページへ
リンク

各公立大学の
情報項目へ
リンク
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法令において公表が義務化された項目の内容についての参照基準 
 （学校教育法施行規則第百七十二条の二の第一項に定められた９つの項目） 

 

※ 記述は概ね大学学部を例として記載しているものであり，大学院に関しては適宜読み替える 

 

 

 

１ 大学の教育研究上の目的に関すること 

 

○ 改正後の大学設置基準第 2 条に規定する「大学は，学部，学科又は課程等ごとに，人

材の養成に関する目的その他の教育研究上の目的を学則等に定めるものとする。」に該当

する。 

○ 各大学において，学則等に規定する学部目的等を，学部及び学科・課程等ごとに公表

する。 

 

【例示】 

○山口県立大学国際文化学部「国際的視点を持ち、地域の諸課題に対応できる教養及び技

能を備え、地域の国際化、個性豊かな地域文化の振興と創造に資する人材の育成を目的

とする。」 

○同，国際文化学研究科「教育研究を通して、グローバルな感覚を磨き、社会の国際化に

対応できる、高度の異文化交流能力とともに、地域の歴史・文化の深い理解に基づき、

地域文化を新たに発掘・創造できる能力を備えた人材の育成を目的とする。」 

 

 

２ 教育研究上の基本組織に関すること 

 

○大学設置基準第 2 章における「教育研究上の基本組織」，すなわち，「学部」，「学科又は

課程」，及び「学部以外の基本組織」を指す。 

○「学部」，「学科又は課程等」，「その他の組織」に分け，その名称を示す。 

 

 

【例示】第２項目の例示は、第４項目で示す。 

別添２ 
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３ 教員組織，教員の数並びに各教員が有する学位及び業績に関すること 

 

（１）教員組織，  

○ 「教員組織」については，教員の所属する組織の概要を指す。 

○ 組織内の役割分担や年齢構成等を積極的に明らかにすることが望ましい。 

○ 一覧性のある形で参照できるように公表する。 

 

（２）教員の数 

○ 各大学が編成する教員組織に属する教員の数を指す。 

○ 教授，准教授，助教，講師等の職名別，及び男女の別をできるだけ明らかにして示す。 

○ 一時的に研究休暇制度等を利用して，授業を担当していない教員についても数に含める。 

○ 助手やいわゆる研究支援者については，任意公表事項。 

○ 一覧性のある形で参照できるように公表する。 

 

（３）各教員が有する学位及び業績に関すること 

○ 大学設置基準上規定される教員の資格に即していることを明らかにするため，教員の保持す

る学位及び業績（双方を）を公表する。 

○ なお，ここで言う「業績」は，教育を担当する専門性を示すものであり，教員の教育力に関わる

内容が求められることから，研究上の業績のみではなく，教育上の業績（授業科目の担当実績

等）や実務上の実績（企業における主要な略歴や顕著な成果）をできるだけ示す。 

○ 各教員が有する学位及び業績に関することについては，個別の教員の情報であることから，教

員一覧等の形式とすることが考えられる。その際，既に大学において公表している「教員総覧」

や「研究者総覧」等を活用することも考えられる。 
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【例示】 

（１） 教員組織の例 

○組織図を用いた公表の例 

 

 

（２） 教員数の例（北九州市立大学，一部抜粋） 

区分 学生数 入学者数 教員数

学部  外国語学部 1,202 256 35 

  経済学部 1,343 296 28 

  学部計 6,180 1,423 202

 修士課程 外国語学研究科 2 0 - 

 博士課程（前期） 社会システム研究科 56 30 5 

 専門職学位課程 マネジメント研究科 56 23 8 

  大学院計 462 211 13 

付属施設  都市政策研究所 - - 8 

  付属施設計 - - 54 

合計 6642 1,634 269   

注：教員数は、学長、特命教授、客員教員、語学教師及び非常勤講師を除く。 

 

学長：XXXX 副学長:XXXX 大学院○○研究科／○○学部： 

研究科・学部長：XXXX 

【所属教員の情報】 

教授 ： ○名（△名）＜59.5 歳＞ 

准教授： ○名（△名）＜40.5 歳＞ 

助教 ： ○名（△名）＜35.5 歳＞ 

講師等： ○名（△名）＜40.0 歳＞ 

計○○名 ＜48.9 歳＞ 

大学院□□研究科／□□学部： 

研究科・学部長：XXXX 

【所属教員の情報】・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・（略） 

○○○○研究センター： 

センター長：XXXX 

【所属教員の情報】・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・（略） 

作業注：「職名別」及び「男女

別」を追加。また，研究休暇制

度の利用に関する情報も必

要。 
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（３）教員の学位及び業績 

教員の一覧等を HP で公表した上で，個別に教員情報が参照できるような形が考えられる。 

 

○山口県立大学「研究者一覧」 
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４ 入学者に関する受入方針及び入学者の数，収容定員及び在学する学生の数，卒業又は修了

した者の数並びに進学者数及び就職者数その他進学及び就職等の状況に関すること。 

 

（１）入学者に関する受入方針 

○ 毎年，文部科学省が各大学に通知する「大学入学者選抜実施要項」において，「各大学は，

当該大学・学部等の教育理念，教育内容等に応じた入学者受入方針（アドミッション・ポリシー）

を明確にするとともに‥」とされているもの。 

○ 大学により，「大学の方針」，「学部の方針」，「学科・課程の方針」等に設定しているケースが想

定されるが，ここでは，「大学の方針」及び「学部の方針」を記載することとする。すべて設定して

いる場合は３つ，それ以外の場合は，例示を参照し，適宜まとめて記載する。 

 

（２）入学者の数 

 ＜４月入学者＞ 

○ 学校基本調査では，調査年度の５月１日現在での入学者数を回答することとされている。同

調査では，①学科・課程別の入学者数，②高校の卒業年度別入学者数，③出身高校の所在

地県別入学者数，をそれぞれ男女別に回答することとなっているが，ここでは，もっとも基礎的

な情報として，①学科・課程別の入学者数（男女別）を公表の基本とする。 

○ 同調査は学科単位での回答となっているが，振分制度や学部間の共通での入学者受入が

存在する現状を踏まえ，最低限，学部別の入学者数（男女別）を示すこととする。 

 ＜転編入学者＞ 

○ 転編入学のうち編入学については，学校基本調査において調査年度の５月１日現在での大

学全体の編入学者数を回答することとなっている。これは，短期大学，高等専門学校，専修学

校専門課程の出身校別に，入学年次（２，３年次のいずれか）及び男女の数を問うものである。 

○ 転編入学を実施している場合には，上記の入学者と併せて示すこと。 

○ 「学士入学者」，「１年次での中途入学者」、「４年次編入者」を併せて示し，転編入学に関す

る全体の状況を示すことが望ましい。 

○ その際，編入学定員等の設定についても，併せて公表すること。 

 ＜その他の入学者＞ 

○ 上記以外に受け入れている者が存在する場合，例えば，①専攻科・別科及び聴講生等の

「学生以外」の者，②５月１日以降の当該年度入学者（いわゆる，９月入学，１０月入学等）等に

ついては，必要に応じて公表に努める。 

＜その他＞ 

○ 省令上は規定されていないが，「受験者数」，「合格者数」も併せて公表する。 

 

（３）収容定員及び在学する学生の数 

 ＜収容定員＞ 
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○ 収容定員については，各年次の入学定員の和を学部等ごとに示す（当該年度の入学定員を４

倍等とすることとは異なる）。 

 ＜在学する学生の数＞ 

○ 学科・課程等ごとを基本とし，具体的には，（２）でも触れたように進路振分け制度等が存在す

る現状を踏まえ，最低限，学部別の在学者数（男女別）を示すこととする。 

 ＜その他の在学に関する状況＞ 

○ 編入学定員については，編入学実施の有無等にあわせ，必要に応じ公表に努める。 

 

（４）卒業又は修了した者の数並びに進学者数及び就職者数 

 ＜卒業又は修了した者の数並びに進学者数及び就職者数＞ 

○ 学校基本調査では，調査対象の前年度のうちに卒業，修了した者（博士課程においてはいわ

ゆる満期退学者を含む）について，①進路別卒業者数，②（博士課程のみ）満期退学者数，

③入学年度別卒業者数をそれぞれ男女別に回答することとなっている。このうち①進路別卒

業者数を基本とし，調査上の「大学院研究科」，「大学学部」，「短期大学本科」等の区分をまと

め，「進学者」，「就職者」の数を示す 

○最低限，学部等単位で，進学者及び就職者の数（男女別）を示すこととする。 

○（２），（３），（４）については，表形式の一覧で記載することが想定される。 

○「留年率」、「中退率」についても必要な情報を示すのが望ましい。 

 

（５）その他進学及び就職等の状況に関すること 

 ＜その他進学及び就職等の状況に関すること＞ 

○ 施行通知においては，働き方が多様となっている状況を踏まえた公表を行うことも考えられると

している。これは，起業や自営業という進路に進む者や，芸術系の大学や学部においては，企

業への就職が必ずしも一般的な進路ではないことによる。ここでは，各大学の特色にあわせ，

（４）の補足説明を行うこと。具体的には，以下のような方策が考えられる。 

① 「業種別，あるいは職種別の進路情報」，例えば業種ごとの割合等を示すこと 

② 「具体的な企業名等を例示」 

③ （４）において「就職者」及び「進学者」に含まれない者に対する補足説明（例えば，特

徴的な進路に進む卒業者に関する説明や，法科大学院等のように修了後，受験生と

なることが大部分という状況の説明等） 

○各大学により状況は異なると考えられるため，自由記述形式で示すこととする。 
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【例示】 

（１）～（４）については，以下のような表を用いて一覧とすることが考えられる。 

学部名 

教育研究上の 

目的 

（１－２より） 

入学者受入方針 

受験者数

合格者数

入学者数

転編入学

在学者数

中退率 

収容定員 

（編入学

定員） 

卒業者数 

計 うち就職者 うち進学者

○○学部 

○○分野におけ

る○○○○・・・・

な人材を養成する

ことを目的とする。

（学部で設定して

いる場合） 

○分野における学問的な探

究心を有し・・・・・・・ 

XXX 

XXX 

○○ 

（××） 

XXX 

○○ 

（××） 

・・％ 

○○ 

（○） 

○○ 

（××） 

○○ 

（××） 

○○ 

（××） 

 ●●学科 ○○分野のうち特に●●分

野への関心を有し・・・ 

XXX 

XXX 

●● 

（××） 

XXX 

●● 

（××） 

・・％ 

●● 

（○） 

●● 

（××） 

●● 

（××） 

●● 

（××） 

         

△△学部 ・・・・な人材を養

成することを目的

とする。 

△△や××といった分野へ

の関心を有し・・・・・（大学で

設定している場合） 

XXX 

XXX 

△△ 

（××） 

XXX 

△△ 

（××） 

・・％ 

△△ 

（○） 

△△ 

（××） 

△△ 

（××） 

△△ 

（××） 

 ▲▲学科 ・・・な人材を養成

することを目的と

する 

XXX 

XXX 

▲▲ 

（××） 

XXX 

▲▲ 

（××） 

・・％ 

▲▲ 

（○） 

▲▲ 

（××） 

▲▲ 

（××） 

▲▲ 

（××） 

××学部 ・・・・な人材を養

成することを目的

とする。 

XXX 

XXX 

×× 

（△△） 

XXX 

×× 

（△△） 

・・％ 

×× 

（○） 

×× 

（△△） 

×× 

（△△） 

×× 

（△△） 

※（ ）の数字は内数であり，女性（男性）の数を表す。  

※○○年○月○日現在 

※斜体は義務化事項となっていないものを指す。 
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（５）その他進学及び就職等の状況に関すること 

○福岡県立大学の例 

 

 

○ 京都市立芸術大学の例 

 

 

○山口県立大学の例 

 



13 
 

５ 授業科目，授業の方法及び内容並びに年間の授業の計画に関すること 

（大学設置基準第 25 条の 2 第 1 項で，学生に明示することとされているもの） 

 

○ 授業の方法については，「講義」「実習」「実験」「演習」等の授業の実施方法を，内容について

はその授業科目の履修を通じて学ぶことができる内容を示すものとする。 

○ 年間の授業の計画については，開講期間（単一の学期の履修で可なのか，通年となるのか），

及び学期内の授業の計画（15 回もしくは 10 回の授業において，各回でどういう内容の授業を行

うのか。通年科目の場合は 30 回の授業で各回何を行うのか）を示すことを指す。 

○ 教育課程の体系性，教育課程の内容を説明する資料等を示すことが望ましい。例えば，学部

等ごとに 4（6）年を通じての科目配置や履修計画のモデルを示すことも考えられる。 

○ いわゆる「プログラム・シラバス」や「履修系統図」等の，授業科目が体系的に配置され，入学希

望者や学生が，体系的にどのように科目を選択していけば良いかわかるような資料があることが

望ましい。 

 

【例示】 

○ 授業科目概要：大阪府立大学 
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○履修モデルの例：福岡県立大学 
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６ 学修の成果にかかる評価及び卒業又は修了の認定に当たっての基準に関するこ

と 

 

○ 大学設置基準第 25 条の 2 において，教育課程を適切に実施する観点から，従前より「学生に

明示すること」とされているもの。どのような基準で学生の成績の判定や卒業の判定が行われて

いるかを示す。 

○ 学修の成果にかかる評価の基準については，以下の２つの観点が含まれる。 

 ①個々の授業科目に対する評価基準（授業科目の成績をどのように判定するか） 

(ｱ)「授業の評価をどのような方法で行うかという基準」（優良可不可の 4 段階評価や，Ｓ，Ａ，Ｂ，

Ｃ，Ｄによる 5 段階評価等，大学として設定している，いわゆる評語とその基準） 

(ｲ)「個別科目ごとの成績評価基準」（出席○％，試験○％等，担当教員が設定するもの） 

 このうち，(ｲ)については，１－５（１），（２）と同様，シラバスに記載することが妥当な事項である。 

 また，(ｱ)については，通常学部を超えて学則等で規定されるものであるため，該当部分を公表

することで可とする。 

 ②一定の授業科目群に対する評価基準（学期ごとのＧＰＡや，学年ごとの進級必要単位数等の

条件）。 

大学ごと，学部等ごとそれぞれに設定されているケースが考えられるが，学部等ごとに整理し

た上で，併せて概略を示すこととする。 

 

○ 卒業又は修了の認定に当たっての基準については，いわゆる卒業・修了要件と解して構わな

いが，その際にも以下の２点を明らかにする必要があることに留意すること。 

  ①卒業又は修了に必要な修得単位数（必修，選択等の科目区分ごとの必要単位数）学部等ご

とに設定されるものを公表することが妥当である。その際，授業科目の設定について，大学設置

基準において「必修科目，選択科目，自由科目」に分けることとされていることを踏まえ，各大学

で設定する科目区分ごとの必修単位数を明らかにするとともに，独自の名称や区分を使用する

場合には解説等を付けることが望ましい。なお，同様に規定されている「配当年次」については，

履修条件等と密接に関わり，一般に公表する事項としては複雑なものと考えられるため，シラバ

スや科目要覧等，学生が履修する際に手引きとするものに記載されていればよいものとし，公表

の対象とはされていない。 

  ②その他の条件（学部の場合卒業論文を必修とするか否かや，卒業に必要な最低ＧＰＡ，卒業

試験／修了試験の実施等の，その他の要件）大学ごと，学部等ごとそれぞれに設定されて

いるケースが考えられるが，学部等ごとに整理した上で，併せて概略を示すこととする。 
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【例示】 

（１）学修の成果にかかる評価の基準については，以下の２つの観点が含まれる。 

①個々の授業科目に対する評価基準 

(ｱ)「授業の評価をどのような方法で行うかという基準」 

 

○成績評価基準の例：岩手県立大学 

 

 

 

 

 

(ｲ)「個別科目ごとの成績評価基準」（１－５と同様のため，略） 

 

②ある一定の授業科目群に対する評価基準 

○進級要件の例：秋田県立大学 
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（２）卒業又は修了の認定に当たっての基準 

①卒業又は修了に必要な修得単位数 

②その他の条件 

○北九州市立大学の例 

 

 

 

 

 

 

 

 

作業注：例では，科目区分の名

称がどのような意味なのか，簡

単な解説が欲しい。 
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７  校地，校舎等の施設及び設備その他の学生の教育研究環境に関すること 

 

○ 大学設置基準で規定する必要とされる施設（全ての大学における校地校舎や空地及び運動

場や，学部等毎に設置が必要となる附属学校や病院，各種実験施設等）の他，キャンパスの

立地や交通手段，大学の周辺環境その他のキャンパスに関する情報を公表すること。 

○ 学生の課外活動に関する情報の公表も必要であることに留意すること。 

○ 既に各大学で見られる例としては，キャンパスマップ等と組み合わせた施設設備の紹介等が

考えられる。 

 

【例示】 

○県立広島大学の例 

 

 

 

 

 

 

 

 

○一覧表示の例 

施設名 概要 所在キャンパス 

1 号館（本部棟） 総務課，学生課･･･ ○○キャンパス 

図書館 大学全体で約○○万冊を所蔵 各キャンパス 

   

スポーツ総合棟 運動部部室，体育施設管理室 ○○キャンパス 

カウンセリングセンター 学生生活上のカウンセリング（要予

約，XXX-XXXX） 

○○キャンパス 

学生寮 男女各１棟，定員各 30 名 △市○○X 丁目 XX-XX 

   

作業注：キャンパスマップの他，

どのような施設が所在している

のかを一覧で示せる形が望まし

い。 
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８ 授業料，入学料その他の大学が徴収する費用に関すること 

 

○ 大学の費用徴収については，学校教育法施行規則第 4 条に基づき，学則に明記する事項と

なっている。また，経済的な負担の見込み等を示すため，授業料，入学料を公表することは当

然として，その他，施設費や寮費等，その他大学が徴収する費用についても明示すること。 

○ 入学後の生活の計画のため，学生生活にかかる費用についても，大学の判断で目安を示して

いくことも考えられる。（周辺の住居費や自大学学生の平均生活費等） 

○ 学費等の負担者や資金計画上必要という観点から，支払いの時期や，一括／分割等の納付

方法について併せて示すことも考えられる。 

○ 例えば，入学前に徴収する費用と入学後に必要となる費用，大学が徴収する費用と一般的な

学生の生活に必要と見込まれる費用に分け，公表することが考えられる。その際の区分として

は，（独）日本学生支援機構が実施する「学生生活調査」の結果を活用することが考えられる。 

○ 学生が活用できる授業料減免等の制度が有る場合，その情報が適切に入手できるよう配慮す

ること。 

 

【例示】 

＜入学前に必要な費用＞ 

 ○○学部 ･･･ AO 入試 一般入試 

受験料／検定料 ････円 

（○月○日まで納付） 

 ････円 

（○月○日まで納付） 

････円 

（○月○日まで納付） 

     

入学時納付金 ････円 

（○月○日まで納付） 

【内訳】 

入学金･･･○○円 

入学時半期授業料 

･･･○○円 

施設費･･･○○円 

     など 

   

 

＜在学時に必要な費用＞ 

 ○○学部 ○○学部 ○○学部 ○○学部 

授業料等 ････円 

（前期･･･○月○日， 

後期･･･○月○日 

までに納付） 

････円 

（前期･･･○月○日， 

後期･･･○月○日 

までに納付） 

････円 

（前期･･･○月○日， 

後期･･･○月○日 

までに納付） 

････円 

（前期･･･○月○日， 

後期･･･○月○日 

までに納付） 
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【内訳】 

授業料･･･○○円 

施設費･･･○○円 

【内訳】 

授業料･･･○○円 

施設費･･･○○円 

【内訳】 

授業料･･･○○円 

施設費･･･○○円 

【内訳】 

授業料･･･○○円 

施設費･･･○○円 

＜入寮者のみ＞ ････円／月 

（半期ごと（・・・円）○月○日まで納付） 

 

＜学生生活に必要な費用の目安＞ 

修学費，課外活

動費，通学費 

○○円程度 

食費，住居・光熱

費 

○○円程度（自宅生） 

○○円程度（下宿生） 

その他の生活費 ○○円程度 

※ 大学学部生の平均値 

 

＜授業料減免に関する情報＞ 

学生課学生生活担当のホームページを参照･･･ http://xxx.xx.xxx/xxx.xx. 
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９ 大学が行う学生の修学，進路選択及び心身の健康等に係る支援に関すること 

 

○ 内容としては，①「学生の修学支援」，②「学生生活の支援」，③「進路選択に関する支援」，④

「心身の健康に関する支援」の他，施行通知において記載があるように，⑤「留学生に関する

支援」，⑥「障害者に関する支援」が含まれる。 

○ 公表の項目例 

① 学生の修学支援については，例えば，アドバイザー等の教学上の制度による支援の他，

例えば，ライティングセンターやものづくり工房等，学生の学修に資する施設・設備を併

せて記載すること。 

② 学生生活の支援については，例えば，奨学金の受給に関する情報や，学割の交付，

下宿の斡旋等，学生生活に関する支援の内容を公表すること。 

③ 進路選択に関する支援については，①のアドバイザー等による支援等の他，就職指導

等に関する組織等の情報を記載すること。 

④ 心身の健康に関する支援については，大学設置基準上に設けられる医務室の他にど

のような施設を置いているか，例えば，カウンセリングセンター等の情報について記載

すること。 

⑤ 留学生に関する支援については，募集の有無やその時期に関する情報及び，留学生

センターや日本語教育センター等の施設設備に関する情報について記載すること。こ

の際，入学案内のような詳細情報については大学 HP へのリンクや大学案内の作成で

可とする。なお，この公表ガイドラインにおいては，大学がどのような活動をしているか

を広く示すことを目的とするため，日本語の記載で構わない。 

⑥ 障害者に関する支援については，特に入学を希望する者に対し情報を提供する必要

に留意すること。障害の度合いは人により異なることから，大学の施設設備や受入体制

等を勘案し，問い合わせ等の対応とすることとして構わないが，その場合には担当部署

を明示する等，適切な配慮を行うこと。 
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【例示】 

①「学生の修学支援」 

○国際教養大学の例 

 

 

 

 

②「学生生活の支援」 

○福井県立大学の例 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

③「進路選択に関する支援」 

○福岡女子大学のキャリア支援体制の例 
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④「心身の健康に関する支援」 

○宮崎公立大学の例 

 

 

⑤「留学生に関する支援」 

○大阪市立大学の例 

 

 

⑥「障害者に関する支援」 

○事例なし 
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法令において積極的に公表することとされる情報についての参照基準 

（学生が修得すべき知識及び能力に関する情報） 

 

○ 大学が，学生に対し行う教育により，どういった知識及び能力が身に付くのかを明らかにする

ことを指す。これは教育力の向上の観点から，教育研究上の目的の具体化を図るために必要

と考えられるが，これまでは明確に大学が取り組むように示されていた事項ではないことから，

努力義務とされた。  

○ 本来的には教育課程の設計の際に検討すべきことに留意し，教育課程の体系性との関係を

踏まえ，どのような知識及び能力を身に付けることが期待されるかを，各大学で検討する必要

があることに留意すること。 

○ 知識及び能力については，教育課程の様々な局面や，学生の選択等により異なってくること

が考えられるが，あくまで学部等の教育研究上の目的に即し共通的に期待される内容を記載

するように努めること。 

○ 公表に際しては，「教育研究上の目的」と密接に関連することから，併せて示すことが妥当。 

 

【例示】 

○英国サセックス大学の示し方の例 

 

別添３ 
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公立大学として積極的に公表することが望ましい事項についての参照基準 

 

○「各大学の特色ある取組」，「設置認可・届出の申請書」，「自己点検・評価及び認証評価の結果

の概要」等。「自己点検・評価の結果の概要」は，各大学が公表義務を課されていること，「認

証評価の結果」については，認証評価団体が既に公表しているが、教育情報の公表を積極的

に進める観点からわかりやすい表示が必要である。 

○ 公立大学として行っている地域貢献、自治体との連携等。 

○ 各大学のウェブサイト上において既に公表されているもの、リンク周作成することを基本とする。 

 

【例示】 

項目 概要 リンク 

特色ある取組 H19 現代 GP 採択 http://XXX.XXXX.XX/XXX/ 

設置認可・届出の申請書 H21○○学部設置

認可申請 

http://XXX.XXXX.XX/XXX/ 

 

自己点検・評価の結果の概要 H18 実施 http://XXX.XXXX.XX/XXX/ 

認証評価の結果の概要 H19 受審（○○評価

団体の HP にリンク）

http://XXX.XXXX.XX/XXX/ 

 

別添４ 




